
（フリガナ）

（フリガナ）

（フリガナ）

（フリガナ）

（フリガナ）

年　　月　　日

平成　　　　年　　　　月　　　　日

事 業 年 度

収受印

（電話番号　　　　－　　　－　　　　）

「消費税課税期間特例選択・変更届出書」の提出の有無【有 （ ・ ・ ） ・ 無】

参 考 事 項

税理士署名押印 印

自　　　　月　　　　日　　　至　　　　月　　　　日

上記の日における資本金の額又は出資の金額

印代表者氏名

（フリガナ）

代表者住所
（電話番号　　　　－　　　－　　　　）

消費税法第57条第２項の規定により届出します。

（フリガナ）

平成　　　　年　　　　月　　　　日

（フリガナ）

届

出

者

（電話番号　　　　－　　　－　　　　）

（フリガナ）

（〒　　　－　　　　）

名 称

本 店 又 は

納 税 地

主たる事務所

の 所 在 地 （電話番号　　　　－　　　－　　　　）

第10‐⑵号様式

消費税の新設法人に該当する旨の届出書

（フリガナ）

平成　　年　　月　　日 （〒　　　－　　　　）

整理番号 部門番号

   　　　  税務署長殿

消 費 税 の 新 設 法 人 に 該 当 す る

こ と と な っ た 事 業 年 度 開 始 の 日

事 業 内 容

事
業
内
容
等

設立年月日

 下記のとおり、消費税法第12条の２第１項の規定による新設法人に該当することとなったので、

　　　 ２．※印欄は、記載しないでください。

年　　月　　日届出年月日 入力処理

※
税
務
署
処
理
欄

 注意　１．裏面の記載要領等に留意の上、記載してください。

台帳整理年    月    日



消費税の新設法人に該当する旨の届出書 
(法12条の２第１項関係)の記載要領等 

 

１ 提出すべき場合 

消費税の新設法人に該当する旨の届出書は、その事業年度の基準期間がない法人のうち、

当該事業年度開始の日における資本金の額又は出資の金額が1,000万円以上である法人（消費

税法第９条第４項の規定による届出書「消費税課税事業者選択届出書（第１号様式）」の提

出により消費税の納税義務が免除されなくなった法人を除く。）が提出するものです（法 57

②）。 

なお、法人設立届出書（法人税法第148条等の届出書）に消費税法第12条の２第１項の新設

法人に該当する旨及び所定の記載事項を記載して提出した場合には、この届出書の提出は不

要となります。 

（注） 消費税の新設法人に該当する法人については、基準期間のない課税期間（一般的には、

設立第１期目及び第２期目）においては納税義務の免除の規定の適用はありませんが、

基準期間の課税売上高を計算できる課税期間（一般的には、設立第３期目）からは、原

則として基準期間の課税売上高により納税義務の有無を判定することとなります。  

したがって、この届出書を提出した場合でも、設立第３期目以降において課税事業者

となる場合又は課税事業者となることを選択しようとする場合には、改めて「消費税課

税事業者届出書（第３号様式）」又は「消費税課税事業者選択届出書（第１号様式）」

を提出する必要があります。 

ただし、基準期間のない課税期間（簡易課税制度の適用を受けている課税期間を除き

ます。）において調整対象固定資産の課税仕入れ等を行った場合には、その課税仕入れ

等の日の属する課税期間の初日から３年を経過する日の属する課税期間までの各課税期

間については納税義務の免除の規定の適用はありません（法 12の２②）。この場合、こ

の間は一般課税による申告を行うこととなります（法37②）。 

 

２ 提出期限等 

この届出書は、消費税法第12条の２第１項に規定する新設法人に該当することとなった場

合に、速やかに提出することとされています。  

 

３ 記載要領等 

⑴  「消費税の新設法人に該当することとなった事業年度開始の日」欄には、消費税法第 12

条の２第１項に規定する新設法人に該当することとなった事業年度の開始の日を記載しま

す。 

⑵  「上記の日における資本金の額又は出資の金額」欄には、「消費税の新設法人に該当す

ることとなった事業年度開始の日」欄に記載した日における資本金の額又は出資の金額を

記載します。 

⑶  「設立年月日」欄には、法人を設立した年月日を記載します。  

⑷  「事業年度」欄には、法人の事業年度を記載します。  

なお、新規開業等の場合で設立１期目の事業年度が変則的なものとなる場合などは、通常

時の事業年度を記載します。 

⑸  「事業内容」欄には、法人の事業内容を具体的に記載します。  

⑹  「参考事項」欄には、その他の参考となる事項等がある場合に記載します。  

⑺ 記載内容等についてご不明な場合は、最寄りの税務署にお問い合わせください。 
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